
11 242執行額 19 568 12 125

事業番号 392

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 関西・中部国際空港整備事業
事業開始

年度
関西国際空港：昭和59年度
中部国際空港：平成10年度

作成責任者

担当部局庁 航空局　空港部 担当課室 近畿圏・中部圏空港政策室
参事官

岡西　康博

会計区分 社会資本整備事業特別会計（空港整備勘定） 上位政策 航空交通ネットワークの強化

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
空港法第４条

関係する計
画、通知等

・関西国際空港について（平成14年12月18日財務・国土交通大臣間合意）
・関西国際空港二期事業の取扱いについて（平成16年12月18日財務・国土交通大臣間合意）
・社会資本整備重点計画（平成21年３月31日閣議決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　我が国を代表する国際拠点空港である関西国際空港・中部国際空港については、国際競争力の強化を図るとともに
24時間化を促進することが重要である。そのため、関西国際空港については、関空会社の経営の安定を図りつつ、２
本の滑走路をフル活用し、国際競争力強化を図る。また、中部国際空港については、地元関係者の努力による需要の
拡大を図りつつ、フル活用を図る。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

（関西国際空港）
・関空会社の安定的な経営基盤を確立し、有利子債務の確実な償還を期すため、補給金を交付する。
・航空保安施設の更新等を実施する。　等
（中部国際空港）
・航空保安施設の更新等を実施する。　等

実施状況

　関空会社への補給金については、平成19年度90億円、平成20年度187.5億円（連絡橋移管に伴う措置としての97.5億
円を含む）、平成21年度90億円が計上されている。平成22年度は、昨年度実施された「事業仕分け」において、「伊丹空
港を含めた抜本的解決策が得られるまでは政府補給金を凍結」とされたことから、抜本的解決策が得られた場合にお
ける補給金として75億円が計上された。
　本年５月、国土交通省成長戦略会議から「バランスシート改善による関空の積極的強化」に関する方策についてとり
まとめ結果が示され、国土交通省として本とりまとめ結果を抜本的解決策に位置づけ、早急にその具体化に取り組む
こととしたことから、６月に補給金75億円の凍結が解除されたところ。
　この他、両空港において、航空保安施設の老朽化に伴う更新や航空機の安全性を高めるために必要な航空管制用
機器等の整備等を実施している。

予算の状況予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 10,984 20,412 12,038 9,170 9,195

執行額 11 242, 19 568, 12 125,

執行率 ※１  102.3% 95.9% 100.7%

総事業費(執行ベース) 11,242 19,568 12,125

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

　補給金の交付に伴う関空会社の有利子負債残高の状況については、毎年度の会社の決算時及び事業計画策定時等に報告を受
けており、平成18年度末時点における有利子債務残高が１兆1,809億円であったのに対し、平成21年度末時点においては１兆523億
円となっている（連結ベース）。
　また、航空保安施設の更新等は、国直轄事業として実施しているが、その執行状況については、大阪航空局等を通じて把握して
いる。

見直しの
余地

本年５月の国土交通省成長戦略会議のとりまとめ結果を上記抜本的解決策として位置づけ、早急にその具体化に取り組むこととす
る。平成23年度予算要求においても、本とりまとめ結果を十分踏まえて、内容の検討を行う。
また、航空保安施設の更新等については、更新時期の精査等、効率的・効果的な予算の執行に向けた取り組みを検討する。
本事業は20年以上にわたり継続している事業であるが、上記のような取り組みを進めつつ継続することとしたい。
※中部国際空港については、20年以上の経過を経ていないため対象外。
（20年以上経過した事務事業の廃止を前提とする検証）
上記に同じ。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

【抜本的改善】
国土交通省成長戦略会議のとりまとめ結果を踏まえ、バランスシートの改善による関空の積極的強化を図るため、関空・伊丹の
事業運営権の民間へのアウトソース（コンセッション）に向けて、平成24年度に持株会社方式による関空・伊丹の経営統合の実現
を図るべき。また、航空保安施設の更新等については、更新時期・優先度の精査、事業実施・予算執行の効率化を図るべき。

補
　
記

【予算科目】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１年度予算額）　（２１年度決算見込額）
・02　空港整備事業費
　・43052-204-00　空港整備事業費　　　  　　　２，９９８百万円 　　　　　３，０９２百万円
　・43052-204-00　空港整備事業調査費　　　  　　　４０百万円 　　　　　　　　３３百万円
・08　関西国際空港株式会社補給金
　・43059-405-00　関西国際空港
　　　　　　　　　　　　株式会社補給金　　　　　　　９，０００百万円 　　　　  ９，０００百万円

※１　「執行額」に前年度からの繰越等に伴う金額が含まれるため、「執行率」が１００％を超えている。

※２　平成２１年度事業仕分け評価結果「伊丹を含めた抜本的解決策が得られるまでは政府補給金を凍結」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （関西国際空港株式会社補給金）

※１  



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)て補足する)
(単位:百万円)

国土交通省 

12,125百万円 

予算配分、大阪航空局等への

助言 

Ａ．関西国際空港㈱ 

9,000百万円 

Ｃ．大阪航空局 

736百万円 

Ｆ．気象庁 

117百万円 

Ｈ．中部地方整備局 

18百万円 

安定的な経営基盤の確立、有

利子債務の確実な償還 

Ｂ．民間企業（８社） 

2,254百万円 

【一般競争入札 等】

航空管制用機器製造、 
運航実態調査 等 

航空管制用機器製造、 
航空管制用機器導入検討調査 等 

Ｄ．民間企業（２４社） 

690百万円 

【一般競争入札 等】 

Ｅ．（独）電子航法研究所 

46百万円 

【一般競争入札】 

航空管制用機器導入検討調査 

気象レーダー更新工事、 
気象レーダー更新設計 等 

Ｇ．民間企業（１１社） 

117百万円 

【一般競争入札 等】 

気象レーダー更新工事、 
気象レーダー更新設計 等 

Ｉ．㈱シオ政策経営研究所 

6百万円 

【総合評価方式】 

利用促進調査

利用促進調査、物流環境調査 

航空管制用機器製造 等 

国土交通省 

12,125百万円 

予算配分、大阪航空局等への

助言 

Ａ．関西国際空港㈱ 

9,000百万円 

Ｃ．大阪航空局 

736百万円 

Ｆ．気象庁 

117百万円 

Ｈ．中部地方整備局 

18百万円 

安定的な経営基盤の確立、有

利子債務の確実な償還 

Ｂ．民間企業（８社） 

2,254百万円 

【一般競争入札 等】

航空管制用機器製造、 
運航実態調査 等 

航空管制用機器製造、 
航空管制用機器導入検討調査 等 

Ｄ．民間企業（２４社） 

690百万円 

【一般競争入札 等】 

Ｅ．（独）電子航法研究所 

46百万円 

【一般競争入札】 

航空管制用機器導入検討調査 

気象レーダー更新工事、 
気象レーダー更新設計 等 

Ｇ．民間企業（１１社） 

117百万円 

【一般競争入札 等】 

気象レーダー更新工事、 
気象レーダー更新設計 等 

Ｉ．㈱シオ政策経営研究所 

6百万円 

【総合評価方式】 

利用促進調査 

利用促進調査、物流環境調査 

Ｊ．（財）中部空港調査会 

12百万円 

【総合評価方式】 

物流環境調査 

航空管制用機器製造 等 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者にれている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.関西国際空港㈱ Ｅ.（独）電子航法研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

補給金 安定的な経営基盤の確立、有利子
債務の確実な償還

9,000 事業費 飛行場管制支援機能の性能評価
に関する調査

46

計 9,000 計 46

B.三菱電機㈱ Ｆ.気象庁

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費 航空管制用機器等製造 1,758 事業費 気象レーダー更新等工事 114

事業費 気象レーダー更新等調査・設計 3

計 1,758 計 117

C.大阪航空局 Ｇ.西菱電気㈱

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費 航空管制用機器等製造・工事 657 事業費 気象レーダー更新工事 89

事業費 航空管制用機器導入検討等調査・
設計

79

計 736 計 89

Ｄ.三菱電機㈱ Ｈ.中部地方整備局

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費 航空管制用機器等製造・工事 191 事業費 利用促進等調査 18

計 191 計 18



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載すついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

I.㈱シオ政策経営研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費 利用促進・需要拡大等に向けた
基礎調査

6

計 6 計 0

Ｊ.（財）中部空港調査会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費 中部圏航空貨物を取り巻く物流
環境等調査

12

計 12 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



3 ㈱協和エクシオ 72

10 ㈱三菱総合研究所 14

㈱ イト日本技術開発10 ㈱エイト日本技術開発 1

【別紙】

Ｂ.民間企業（８社）　　2,254百万円

№ 支出先
金額

（百万円）

1 三菱電機㈱ 1,758

2 日本電気㈱ 283

3 沖電気工業㈱ 163

4 パシフィックコンサルタンツ㈱ 19

5 明星電気㈱ 17

6 ㈱ネットアルファ 10

7 日興電気通信㈱ 2

8 日本無線㈱ 2

9

10

Ｄ.民間企業（２４社）　　690百万円

№ 支出先
金額

1 三菱電機㈱

（百万円）

191

2 三菱重工業㈱ 139

3 ㈱協和エクシオ 72

4 富士通㈱ 68

5 関西国際空港㈱ 50

6 イリヤ建設㈱ 46

7 高知建設㈱ 25

8 サンワコムシスエンジニアリング㈱ 16

9 日本電気㈱ 15

Ｇ.民間企業（１１社）　　11

金額

7百万円

№ 支出先
（百万円）

1 西菱電機㈱ 89

2 コスモテック㈱ 11

3 田内電気㈱ 7

4 ㈱クドウエンジニアリング 3

5 ㈱松田平田設計 2

6 ㈱大阪山田守建築事務所 1

7 信和電気計装㈱ 1

8 ㈱壇建築計画事務所 1

9 共同カイテック㈱ 1
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